















































































































順位 国　名 金額（億円） 構成比
１ 中華人民共和国（中国） 2,345 23.4％
２ 大韓民国 1,565 15.6％
３ 中華民国（台湾） 1,334 13.3％
４ アメリカ合衆国 734 7.3％
























































































































区　分 運　航（回） 乗　客（名） 航空貨物（トン）
国 際 線 173,406 29,563,380 1,663,074
国 内 線 4,113 410,142 322
合　　計 177,517 29,973,522 1,663,396
１日平均 487 82,120 4,558















２位 シンガポール シンガポール シンガポール










































































































































北九州市 釜山市 仁川市 蔚山市
（単位：百万ドル）
注：＄１＝100円で換算
出所：北九州市貿易統計年鑑、韓国貿易協会「KITA.net」から作成
むすび（今後の動向と北九州市の課題）
　これまで述べてきたように、1991年から環黄海圏構想に取り組みはじめた北
九州市は域内の地域連携を図るため大きな役割を果たしてきた。製造業分野に
おける生産技術の高度化や自治体が取り組むべき環境再生のノウハウなど、韓
国の３都市が先進的な自治体に成長する過程で北九州市の経験が役立てられ、
今日では中国においても北九州で培われた技術が活用されている。
　しかし、15年余りの歳月が経過するなかで北九州市の影響力は徐々に低下し、
むしろ韓国の自治体から学ぶべき点が多く見受けられ、教える立場から学ぶ立
場、共に問題点や課題を解決する意識が求められるようになってきた。
　鉄鋼や石油化学など北九州を代表する素材産業は、既に新たな日韓連携モデ
ルを構築しており、活発化する韓国や中国との人的交流を地域の活性化につな
いで行くことが行政や市民にとって大きなテーマになっている。まさに、「モ
ノづくり」をＰＲする段階から、環黄海圏のエネルギーを地元に引き込み、且
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つ北九州の魅力を環黄海圏に発信できる「ヒトづくり」の段階へと、取り組む
べき課題がステップアップしている。
　姉妹都市・仁川で進められている経済自由区域計画は海外から知恵・カネ・
人材を呼び込むため、大胆な諸施策11を打ち出した。なかでも、外国企業を誘
致するため、経済自由区域内では英語を公用化して公文書や看板等に英語を併
記し、公的機関として外国人学校を設立する計画は、複数の外国語教育を義務
化12している韓国にあって、仁川地域の戦略性を考慮した施策といえる。
　しかし、日本では地域の発展戦略と複数外国語教育の関連性について広く論
じられることはなく、「東アジア経済交流推進機構」を構成する日本側の３都
市においてすら、韓・中両言語教育への取り組みが議論されたことはない。日
韓中の都市間連携の強化や次世代交流の重要性を謳いながら、その基本的な
ツールである当該言語教育への関心が低い日本側の姿勢は、日本語教育に熱心
な韓国や中国の諸都市にとって理解しがたいことであろう。
　九州の将来にとって韓国や中国は掛け替えのない近隣地域であり、既述した
韓国の３都市は北九州市の発展戦略を考えるうえで貴重なヒントを与えている。
取り分け、70年代初めから英語の他、日本語や中国語を含む７つの外国語を必
須選択科目として提供してきた韓国の中等教育段階の外国語教育制度に学ぶ点
は多い。
　以上の観点から、北九州市が率先して取り組むべき課題を以下の通り提案する。
11　経済自由区域法に基づき、⑴法人税、所得税の減免（３年間100％、その後２年間
50％の減免）土地賃貸料減免、労働規制の緩和などの優遇措置。⑵外国人投資企業、
外国人投資環境改善施設の運営者に国、地方自治体、政府投資機関が所有する土地、
工場などの賃貸料を50年の間減免できる。⑶ドル、ユーロ、円など主要外国通貨を自
由に使用できるよう金融環境を整備。⑷行政への申請が一箇所でできるようワン・ス
トップ行政支援サービス、英語行政書類の受付等英語公用語サービスを提供。⑸外国
人学校と病院の設立および各種文書の英語での発刊等、外国人の住みよい居住環境づ
くり。等がされている。
12　韓国の高等学校では必須外国語である英語の他に、第２外国語必須選択科目として
日本語・中国語・スペイン語・ドイツ語・フランス語・ロシア語・アラビア語を提供
（語種選択は学校の判断による）。全体の７割近くの高等学校で日本語教育を実施。
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１　日韓中10都市「教育・文化交流フォーラム」の設置
－先ず日韓の教育・文化交流を促進するため、日韓６都市の大学・行
政・教育関係者で、共同教育プログラム、共通教材の開発、学生・教
員の交流促進、共通の学位・単位互換制度などの枠組みをつくる。
２　東アジア地域をリードする人材の育成
－韓国学、中国学、東アジア学など、大学における環黄海圏地域研究を
充実させる。
３　隣国言語（韓国語・中国語）教育の充実
－中・高等学校における韓国・中国語の必須選択科目化
－市内大学における韓国語・中国語教育の拡充と高度化
　こうしたグローバルな外国語教育の実施に向け、国（日本政府）を動かすこ
とが、今日まで日韓中10都市間の連携をリードしてきた北九州市の役割であろう。
